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省 令

〔第６号〕輸出貿易管理令別表第二の

三の規定に基づき貨物を定める省令

の一部を改正する省令（９日）

告 示

〔第７号〕外国為替令第十八条第三項

の経済産業大臣が指定する役務取引

等の一部を改正する件（９日）

〔第11号〕輸入割当てを受けるべき

貨物の品目、輸入の承認を受けるべ

き貨物の原産地又は船積地域その他

貨物の輸入について必要な事項の公

表の一部を改正する件（16日）

〔第12号〕外国為替令第十五条第一

項の規定により経済産業大臣が指

定する外国為替及び外国貿易法第

二十四条第一項の許可を要する特定

資本取引の一部を改正する件（16日）

〔第13号〕外国為替令第十八条第三

項の経済産業大臣が指定する役務取

引等の一部を改正する件（16日）

公 示

・伝統的工芸品産業の振興に関する法

律第９条第１項の規定に基づく活性

化計画の認定について（１日）

・伝統的工芸品産業の振興に関する法

律第９条第１項の規定に基づく活性

化計画の認定について（３日）

・伝統的工芸品産業の振興に関する法

律第11条第１項の規定に基づく連携

活性化計画の認定について（３日）

・伝統的工芸品産業の振興に関する法

律第９条第１項の規定に基づく活性

化計画の認定について（７日）

・伝統的工芸品産業の振興に関する法

律第11条第１項の規定に基づく連携

活性化計画の認定について（13日）

・伝統的工芸品産業の振興に関する法

律第９条第１項の規定に基づく活性

化計画の認定について（15日）

・小麦、大麦、ホテル用小麦粉、米、

もち米の粉又はミール及び米の調理

調製品の輸入に関する農林水産大臣

の証明に係る令和５年度年間証明対

象数量について（20日）

・伝統的工芸品産業の振興に関する法

律第４条第１項の規定に基づく振興

計画の認定について（21日）

・伝統的工芸品産業の振興に関する法

律第９条第１項の規定に基づく活性

化計画の認定について（21日）

・伝統的工芸品産業の振興に関する法

律第13条第１項の規定に基づく支援

計画の認定について（21日）

・伝統的工芸品産業の振興に関する法

律第11条第１項の規定に基づく連携

活性化計画の認定について（24日）

・伝統的工芸品産業の振興に関する法

律第９条第１項の規定に基づく活性

化計画の認定について（27日）

輸 入 発 表

〔第19号〕令和４年度「いか」の輸

入割当てについて（28日）

〔第20号〕令和４年度「いか」の輸

入割当てについて（追加）（28日）

輸 入 注 意 事 項

〔第１号〕ロシアを原産地とする石油

製品（廃油及び三の７の⑼に掲げる

ものを除く。）の二号承認制への追

加について（16日）

〔第２号〕ロシアを原産地とする石油

製品（廃油を除く。）の事前確認制

への追加について（16日）

〔第３号〕「ロシアを原産地とする原

油（輸入公表三の７の⑼に掲げるも

のに限る。）の輸入に関する確認に

ついて」（輸入注意事項2022第16号

（令和４年12月５日公布））の全部改

正について（16日）

〔第４号〕「輸出貿易管理令又は輸入

貿易管理令に係る条約等の締約国

等について」等の一部改正につい

て（16日）

輸 出 注 意 事 項

〔第１号〕「輸出貿易管理令の運用につ

いて」等の一部改正について（９日）

〔第２号〕「輸出貿易管理令又は輸入

貿易管理令に係る条約等の締約国

等について」等の一部改正につい

て（16日）

大 臣 官 房

・福島県浪江町の桜を植樹しました

（20日）

主 要 目 次令和５年２月分
（第20056号〜第20074号）
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経済産業政策局

・「始動 Next Innovator 2022（グロー

バル起業家等育成プログラム）」シ

リコンバレー・プログラム選抜メン

バーを決定（15日）

・「SX銘柄」を創設します（22日）

・西村経済産業大臣と賃上げに積極

的な企業との車座を行いました！

（27日）

調査統計グループ

・11月の鉱工業生産動向（確報）（７日）

・12月の生産動態統計速報（鉄鋼業）

（８日）

・12月の生産動態統計速報（非鉄金属

工業）（８日）

・12月の生産動態統計速報（石油・石

炭製品工業）（９日）

・11月の特定サービス産業動態統計確

報（10日）

・12月の生産動態統計速報（プラス

チック製品工業）（10日）

・12月の生産動態統計速報（パルプ・

紙・紙加工品工業）（10日）

・12月の生産動態統計速報（金属製品

工業）（13日）

・12月の生産動態統計速報（生産用機

械工業）（13日）

・12月の生産動態統計速報（電子部品・

デバイス工業）（14日）

・12月の生産動態統計速報（鉱業）（14日）

・12月の生産動態統計速報（はん用・

業務用機械工業）（15日）

・12月の生産動態統計速報（電気・情

報通信機械工業）（15日）

・12月の生産動態統計速報（化学工業）

（15日）

・12月の生産動態統計速報（窯業・土

石製品工業）（17日）

・12月の生産動態統計速報（輸送機械

工業）（20日）

・12月の鉱工業生産動向速報〔中国〕

（24日）

・12月の生産動態統計速報（その他工

業）（28日）

通 商 政 策 局

・西村経済産業大臣がスイスに出張し

ました（１日）

・西村経済産業大臣はコーマン経済協

力開発機構（OECD）事務総長と会

談を行いました（２日）

・西村経済産業大臣がマガウワン西

オーストラリア州首相と会談を行い

ました（２日）

・西村経済産業大臣はヨルダン・ハシェ

ミット王国に出張しました（２日）

・西村経済産業大臣が第74回インド共

和国記念日レセプションに出席しま

した（６日）

・西村経済産業大臣がフランス共和国

のベシュト貿易担当大臣と会談を行

いました（13日）

・西村経済産業大臣がジョージ駐日イ

ンド大使の表敬を受けました（14日）

・第16回日中省エネルギー・環境総合

フォーラムを開催しました（結果概

要）（22日）

貿易経済協力局

・関税割当てを受けた者の氏名等の公

表について（６日）

・ウクライナ情勢に関する外国為替及

び外国貿易法に基づく措置を実施し

ます（輸出貿易管理令の一部を改正）

（７日）

・輸入承認証の再交付及び無効通知

（８日）

・中華人民共和国産高重合度ポリエチ

レンテレフタレートに対する不当廉

売関税の課税期間の延長を決定しま

した（13日）

産業技術環境局

・「GX実現に向けた基本方針」が閣議

決定されました（21日）

・「脱炭素成長型経済構造への円滑な

移行の推進に関する法律案」が閣議

決定されました（22日）

・GX リーグシンポジウム 2023を開催

し、西村経済産業大臣が出席しまし

た（24日）

製 造 産 業 局

・「次代を担う繊維産業企業100選」を

選定しました（10日）

商務情報政策局

・「ジャパン・ヘルスケアビジネスコ

ンテスト（JHeC）2023」グランプ

リが決定しました！（８日）

・「物流情報標準ガイドライン」に関

するホームページを開設し、管理体

制を決定しました（14日）

・クレジットカード会社等に対する

フィッシング対策の強化を要請しま

した（14日）

・「クレジットカード決済システムの

セキュリティ対策強化検討会」の報

告書を取りまとめました（15日）

・持続可能な物流の実現に向けた検討

会中間取りまとめ（17日）

・第２期スポーツ未来開拓会議（第１

回）を開催します（20日）

資源エネルギー庁

・東京電力エナジーパートナー株式会

社の電気料金値上げ認可申請を受理

しました（２日）
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・「独立行政法人エネルギー・金属鉱

物資源機構法施行令の一部を改正す

る政令」及び「国立研究開発法人新

エネルギー・産業技術総合開発機構

法施行令の一部を改正する政令」が

閣議決定されました（８日）

・石油統計速報（令和４年12月分）（13日）

・エネルギー消費効率（燃費値）の新

たな表示への切替えに関し、日野自

動車株式会社に報告を求めました

（15日）

・西村経済産業大臣は太平洋諸島

フォーラム（PIF）代表団と会談を

行いました（17日）

・関西電力株式会社及び関西電力送配

電株式会社に対して電気事業法に基

づき求めた報告の期限を指定しまし

た（17日）

・総合資源エネルギー調査会中間とり

まとめ（21日）

・東京電力パワーグリッド株式会社及

び東京電力エナジーパートナー株式

会社、その他全ての一般送配電事業

者に対して再生可能エネルギー電気

の利用の促進に関する特別措置法に

基づく報告を求めました（22日）

・再生可能エネルギー特別措置法に基

づき、納付金を納付しない電気事業

者を公表します（24日）

・各一般送配電事業者に対して一般送

配電事業における中立性・信頼性確

保のための対応について緊急指示を

行いました（24日）

・里見経済産業大臣政務官が南アフリ

カ共和国及びケニア共和国に出張し

ました（27日）

特 許 庁

・日中の政府機関が知的財産権の保

護強化に向けて意見交換しました

（２日）

中 小 企 業 庁

・官公需適格組合証明・取消状況（令

和４年度第３四半期）（１日）

・令和５年１月24日からの大雪による

災害に関して被災中小企業・小規模

事業者対策を行います（８日）

・消費税の転嫁状況に関するサンプル調

査の結果を取りまとめました（９日）

経 済 産 業 局

・11月の鉱工業生産動向速報〔東北〕

（２日）

・11月の鉱工業生産動向速報〔関東〕

（２日）

・11月の鉱工業生産動向速報〔近畿〕

（２日）

・11月の鉱工業生産動向速報〔中部〕

（３日）

・11月の鉱工業生産動向速報〔九州〕

（７日）

・関東経済産業局管内の経済動向（11

月分）（３日）

・中部経済産業局管内の最近の総合経

済動向（11月分）（６日）

・近畿経済産業局管内経済動向（11月

分）（６日）

・最近の九州経済（11月分）（７日）

・東北経済産業局管内の経済動向（11

月分）（22日）

・中国経済産業局管内経済動向（12月

分）（27日）

内 閣 府

・１月の月例経済報告（３日）

・2022年10 〜 12月期四半期別 GDP速

報（24日）

総 務 省

・12月の全国消費者物価指数（６日）

・12月の労働力調査（速報）（14日）

・12月の家計調査報告〈二人以上の世

帯〉（22日）

財 務 省

・12月の東京税関管内貿易概況（速報）

（２日）

・12月の横浜税関管内貿易概況（速報）

（２日）

・12月の名古屋税関管内貿易概況（速

報）（６日）

・12月の大阪税関管内貿易概況（速報）

（７日）

・12月の神戸税関管内貿易概況（速報）

（８日）

・税関長公示主要外国為替相場（２月

５日〜２月11日）（３日）

・税関長公示主要外国為替相場（２月

12日〜２月18日）（10日）

・税関長公示主要外国為替相場（２月

19日〜２月25日）（17日）

・税関長公示主要外国為替相場（２月

26日〜３月４日）（27日）

・12月中国際収支状況（速報）（20日）

日 本 銀 行

・基準外国為替相場及び裁定外国為替

相場（令和５年３月中において適用）

（27日）

そ の 他

・貿易取引入門�153 �154（６日）（20日）

人 事 異 動

・経済産業省（１日）（10日）

・経済産業省幹部名簿（17日）

消 費 者 庁

・消費生活用製品の重大製品事故に係

る公表について（７日）（８日）（９日）

（14日）（15日）（20日）（22日）（24日）



（第三種郵便物認可） 令和５年３月１日（水曜日）経 済 産 業 公 報（ ）12


